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　オフィスピラミッド（図1-1）で、現在のオフィスビルの実態を眺めてみましょう。このグラフは、東京23区のオフィスビ
ルを大規模と中小規模に分け、築年ごとにストック量（賃貸面積ベース）を比較したもので、உঁ別に年ྸごとの人口を
表した「人口ピラミッド」に฿っています。
　中小規模ビルはバブル期（1985年から1991年）に計画され、1987年から1993年にかけてオフィスビル市場に大量に
供給されました（図1-1のグレー表示部分）。しかし、バブル期後にその供給は激減し、その結果、中小規模ビルの平均
年ྸは28.4年となり、ストックの「少子高ྸ化（供給が少なく築古化）」が進んでいます。また、旧耐震基準の時代の
ビルも、まだ相当数残っています。
　一方、大規模ビルの平均築年数は22.0年で、中小ビルを下回っています。これは、大規模ビルがバブル期後もコンスタント
に建築され続けているからです。今後とも、新規の供給は大規模ビルにシフトして引き続き供給が見込まれており、大規
模ビルと中小規模ビルの平均築年数の差はさらに広がるものと思われます（図1-2）。
　なお、大規模ビルと中小規模ビルのストック総量は、賃貸面積ではほぼ同量ですが、棟数でみると、大規模ビルが1割、
中小規模ビルが9割となっており、ほとんどの割合を中小規模ビルが઎めています。
　大阪市のオフィスピラミッドにおいても、東京23区と同様の傾向が見られ大規模ビルの平均築年数23.3年に対して、
中小規模ビルは、バブル期に大量供給されて以降、低水準が続き、平均築年数は27.0年となっています。

中小規模オフィスビルの現状と課題

 1）バブルظに大量ڙ給されたオフィスビル
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図1-1：オフィスピラミッド2016 - 東京23区（出所：ザイマックス不動産総合研究所）



11ୈ 1ষɹスマートウェルネスオフィス͕։͘৽たͳオフィスマーέοト

【15 年目】
外壁改修他

【40 年目】
受変電設備更新

【25 年目】
EV制御更新
配水管更新他

【30 年目】
外壁改修、共用部改修、
電気・衛生関連更新

【45 年目】
外壁改修、
EV準撤去更新他

【17 年目】
空調更新

【34 年目】
空調更新

1 6 11 16 41 4631 3621 26 （年）

費 

用

オフィスピラミッド 2016（東京 23 区）
東京 23 区　　　 　  万坪  7,803 棟  平均築年数 27.8 年1,195

賃貸面積（万坪）
10 20 30 40 5040 30 20 10 050

0

5

10

15

20

25

50

55

30

35

40

45

60

65

旧耐震基準：
131 万坪（20％）

旧耐震基準：
149 万坪（27％）

全体：　　　万坪　7,071 棟　平均 28.4 年

（延床 300 ～ 5,000 坪）中小規模
551 全体：　　　万坪　732 棟　平均 22.0 年

（延床 5,000 坪以上）大規模
644

築 20 年未満：
　　   万坪（19％）107

築 20 年以上：
　　　万坪（50％）319

築 20 年未満：
　　　万坪（50％）325

築 20 年以上：
　　   万坪（81％）443

築
年

数（
年

）

・テナントクレーム

・賃料減額要請
・テナントニーズに対応できない

・テナントへのサービス不足 
・旧式の設備 
・古臭いデザイン、イメージ
・経年劣化した状態

・収入減
・サービスの低下
・ビル運営費への圧迫
・設備投資資金不足

・テナントの退去
・空室率の増加
・敷金返還

2006 2016201520142013201220112010200920082007 201920182017

400,000

350,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

50,000

0

（坪）

163,000

39,000

235,000

32,000

84,000

49,000

111,000

58,000

96,000

61,000

112,000

58,000

234,000

41,000

75,000

35,000
125,000

26,000

156,000

29,000

148,000

36,000

121,000

19,000

202,000

15,000

202,000

267,000

133,000

169,000
157,000

170,000

275,000

110,000

151,000

185,000 184,000

140,000

217,000
204,000

2006-2015 年 平均
18.2 万坪

2016-2019 年 平均
18.6 万坪

延床 3,000 坪以上 10,000 坪未満 延床 10,000 坪以上

　オフィスビルの機能を維持させるには、日常管理や修સが不可ܽです。築20年を超えると、空調や照明などの設備機器が
更新時期をܴえ、いわゆる「お金がかかる」時期に入ります（図1-3）。しかし、この時期に適切な設備の更新や建物の
改修をଵってテナントの要望に追いつくことができなくなると、ビルの機能低下などによって快適性は低下し、テナントの
クレームにつながってきます。そして、賃料の減額請求や退去が収入減をもたらし、運営費を圧ഭし、設備投資資金も
不足してきます。テナントニーズに対応できないビルでは、こうしてビル経営がマイナスのスパイラルにؕり、やがてデッ
ドストック化してしまうでしょう（図1-4）。
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図1-2：オフィス新規供給量調査2016 -東京23区 （出所：ザイマックス不動産総合研究所）

図1-３：修સ工事の計画例 （出所：ザイマックス不動産総合研究所）
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省エネ法が成立し、2016年य़からは省エネ性能の表示制度が始まります。賃貸事業者は、省エネ基準に適合している
ことを、広告、パンフレット、契約に関する書類等へ表示するように努めなければならなくなりました（図1-5）。
　既存のビルは、たとえ省エネ基準を満たす性能を有していても、基準を満たしている、あるいは基準を上回る優れた
性能を有していることを明らかにしないと、新しい省エネ基準で建築された新築ビルと比べて、ྼっていると判断されて
しまうおそれがあります。
　かつて、新耐震基準に適合していない未改修の旧耐震基準のビルに対して、市場の選別が進んだように、今後は、省
エネ基準に適合していることを表示しないことによって、厳しい視線にさらされることを覚ޛしなければならないかもし
れません。

省エネ性能による差別化の動き

図1-4：テナントビル運営のマイナスのスパイラル （出所：ザイマックス不動産総合研究所）

図1-5：建築物省エネ法　表示制度 （出所：国土交通省）
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　զが国の企業の99%が中小企業です（図1-6）。一部のエリアの大規模ビルだけで、オフィスビルध要のすべてに応え
られるものではありません。
　オフィスビルに対する時代の要請は、どんどん進化しています。最近では「知的生産性の向上」への取り組みが始まり、
知識集約型のビジネスは多様なワークスタイルを生み出し、さまざまなワークプレイスづくりの試みが成果を上げつつ
あります。
　2000年代以降、経ࡁ再生・都市再生の動きが顕ஶになり、低炭素社会・地球環境問題への意識が高まっています。また、
1995年の阪神大震災を契機に耐震性の確保がयඑの課題となり、2011年の東日本大震災後は、安心・安全・レジリエン
スの推進もڣばれようになりました。
　中小規模ビルにも、立地の特性を生かすとともに、多様化する企業のビジネススタイルやब業者のワークスタイルへの
対応が重要になってきます。情報化、国際化、環境共生、レジリエンスの確保などの社会的要請に対応すべく、オフィス
ビルにも進化が求められていることにහ感になり、中小規模ビルの存在意義、中小規模だからこそ応えられるニーズは何かを、
見出していくことが求められています。

　今後のオフィスビルのストック状況を༧測してみると、何のアクションもなく時間だけが経過すれば、築古ビルのス
トックは増え続けます（図1-7）。変化に対応することができず、機能的・物理的な寿命期が๚れているにもかかわらず
何もできない、「望まれない長寿命化」や「消極的な長寿命化」にؕってしまうビルが大量に発生することがݒ念されます。
　これは、日本経ࡁが低成長に移行したことで、都心の一部エリアを除いて、改修や建替の経ࡁ的合理性が、得られにくい
ことによります。
今の賃貸オフィス市場の状況を見ると、景気の回復を受けて空室率は改善し、賃借料も上ঢしつつあります。規模ࡢ　
の大小や築年の新旧にかかわらず、全体的に市況は回復傾向にあり、リーマンショック後続いていた低໎期を৐り越え、
一ଉついているビルオーナーも増えています。
　しかし、この状況に؁んじていてはいけません。バブル期に大量供給されたビルは、築20年を超えました。改修期を
ܴえたビルには、メンテナンスや修સの差が大きく現れます。景気が減速すれば、市場での競争は激化し選別が進んでい
くでしょう。
　中小規模ビルは、これから「競争力を試される」時期、いわゆる正念場をܴえることになります。改修してクオリティ
を高め、時代の要請を取り込んで、常に選ばれるビルを目指したいものです。
　築古ビル対策としては、改修以外にも、建替え、再開発、コンバージョン、ച却などさまざまな選択肢が考えられます。
築古中小規模ビルのオーナーは、今こそビル事業の行く຤について考え、実行するタイミングをܴえているといえるでしょう

（図1-8）。

なくͯはならない、தখن໛ビル

ਖ਼೦場をܴえる築ݹதখن໛ビル
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図1-6：中小企業と大企業 （出所：中小企業庁）
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 2）テナントのワークスタイル変化とオフィスビルબ定のポイント

　企業がオフィスの移転などにより新たなオフィスビルを選定する際、現状ではどのようなプロセスで選定が行われてい
るのでしょう。
　お客様はまず、ر望賃料、ر望エリア、必要規模などの基本的な必要条件を不動産仲介業者に提示して、候補地、候補
建物のߜり込みを行います。次に、候補建物で公開されている情報の中で、企業が重要視している項目の相対評価を行い、
決定条件に近い建物を選定します。
　一般的にはこのような２段階方式が行われており、特に２段階目の決定条件となる相対評価を行う項目に何が選ばれて
いるかが、オフィスビルを選定するテナントのポイントを知る上で重要になります。

現ঢ়のオフィスビルબ定プロセス

図1-7：築30年以上ビルの分布 （出所：ザイマックス不動産総合研究所）

図1-8：ビル事業の再構築に向けて （出所：SWO 改修ハンドブック委員会）

MariISHIDA
長方形
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注釈
3）推定成約賃料：調査時点において各ビルの基準階の 1 フロアに空室が発生した場合、成約に至る可能性が高いと考えられる共益費込みの賃料水準。
　  オーナー、市場精通者などに対するヒアリング等に基づき推定。

　環境マネジメントが普及するには、その経済性の裏付けが欠かせません。ザイマックス総研では、東京23区内に立地
するオフィスビルのデータを用いて、環境マネジメントの状態を表す「環境認証の有無」が、経済性（＝マーケットで
の評価）を表す「新規成約賃料」にプラスの影響を与えるかという点に関して分析を行いました。
　賃料は、規模や新しさや立地の影響を強く受けているので、単純に比較しただけでは、その違いが環境認証の有無に
起因しているとは言えません。そこで、これらの要素（共変量）を取り除く「ヘドニック法」を使って分析したところ、
オフィスビルの所在エリア、延床面積、築年数、OAフロア有無などの影響を取り除いたうえで、環境認証の取得が新規
賃料にプラスの影響を与えるとの結果を得ることができました（図4-16）。環境マネジメントが経済性に結びつくことが、
明らかになったわけです。

 3）環境マネジメントの経済性分析

環境マネジメントが経済性に結びつく

　この分析の結果、以下のような可能性が示されました。

　①CASBEEビルは非CASBEEビルに比べて、賃料が月坪当たり564円（平均賃料比3.6%）ほど高い。
　②CASBEEランク（S、A、B+、B-、Cの5ランク）の1ランクの向上は、月坪当たり賃料264円（平均賃料比1.7%）
　　程度に相当する。
　③CASBEEスコア（101点満点として分析）の1点の向上は、月坪当たり79円（平均賃料比0.5%）程度に相当する。

　これらの結果をもって直ちに、環境性能の高いビルに改修すれば、必ずより高い賃料が得られると結論づけることは
できませんが、昨今の企業における環境配慮意識の高まりが、入居するビルの選択に影響する兆候と考えることはでき
るでしょう。
　最近では、「CASBEE不動産」のように、建築分野の専門家でなくても総合的な環境性能評価が可能なツールも開発
されています。これらのツールを用いれば、改修前の環境性能の現状を評価して課題を把握し、改修後の環境性能につ
いての目標を設定することが可能ですし、改修後に実際のエネルギー使用量等を把握して、本格的に環境性能認証取得
を行うことも可能となります。そして、改修を通じた環境性能のスコアアップについて、省エネによる水光熱費の低減
といった効果と合わせて、上記のような調査結果を判断の目安として活用することも一案でしょう。 

図4-15：成約賃料のモデル式

成約賃料 = a＋b1×（建物の規模）＋b2×（最寄駅徒歩分数）＋b3×（建築後の
　　　　　経過期間）＋b4×（建物のグレード）＋b5×（都市の空室率）＋b6×
　　　　　（立地するゾーンの平均賃料）＋b7×（CASBEEスコア等）

図 4-10：成約賃料のモデル式

MariISHIDA
長方形
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　一方で、現時点では、環境マネジメントの重要性が広く認識されているとは言いがたい現実があります。背景には、
環境マネジメントの経済性が明らかになっていないことがあると考えられます。投資家、デベロッパー、所有者など不
動産を市場に供給する側にとっては、CSR（企業の社会的責任）の域を超えて環境マネジメントへ取り組む意思決定を
行うことは難しく、環境マネジメント品質が高い物件の供給が進んでいません。供給が進まないために、不動産を利用
する企業のニーズが顕在化しづらく、結果、供給側の環境マネジメントへの取り組みが進まないという、「ニワトリとタ
マゴどちらが先か」の状態に陥っています。
　環境マネジメントの経済性を明らかにすることは、この停滞状態を打ち破るきっかけの一つになります。経済性を明
らかにするには、賃料や不動産価格など経済性を示すデータと、環境マネジメントの状況を示すデータが必要ですが、
ザイマックス総研の研究では、環境マネジメントの実施の有無を示すデータとして、環境認証の取得状況を調査したデー
タを用いています。
　表4-7は、欧米および日本の代表的な環境認証制度の評価項目を分類・集計したものですが、地球環境への配慮や省
エネルギーといった要素だけではなく、清掃、廃棄物処理や防災など、環境マネジメントの品質に関わる項目もまた評価
対象となっていて、環境認証の取得は、不動産における環境マネジメント品質が高いことを示していると考えられます。

環境認証と環境マネジメント

　環境に対する世界的な問題意識の高まりを背景に、我が国においても、省エネ法などの法規制の他、国や自治体によ
る省エネ補助金の交付、省エネ投資促進税制、一定の環境性能を有する不動産を評価する環境認証制度などさまざまな
取り組みが行われています。
　こうした環境問題に対する取り組みを進める上では、環境性能が高い建物を新築することに留まらず、竣工後のハー
ドとソフトにまたがる日常の不動産マネジメント品質の向上が重要になります。適切な管理計画や中長期修繕計画の立
案運用、エネルギーのモニタリングを通じてのコミッショニングなどの巧拙が、建物品質の差となって顕れてきます。
　代表的な環境認証制度の一つであるCASBEEでは、省エネルギー、節水や環境負荷の少ない資器材の使用状況といっ
たいわゆる「エコ」の要素だけでなく、利用者にとっての快適性や機能性、清掃や廃棄物処理における環境配慮、エネ
ルギーや水のモニタリング、設備や部品の適切な更新、耐震性能の確保やBCPなど、不動産マネジメントの要素も含め
て評価しています。
　改修にあたっても、単なる老朽化対策だけではなく、新しい機能の設備といったハードと運営のソフトの両面でマネ
ジメントし、拡大するオフィスワーカーのニーズに対応して不動産価値を高めていく取り組み、すなわち不動産におけ
る環境マネジメントの重要性が指摘されています。

不動産における環境マネジメントとは

図4-16：環境認証の有無による新規成約賃料の差（出所：ザイマックス不動産総合研究所）

図 4-30：環境認証の有無による新規成約賃料の差
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※ ザイマックス不動産総合研究所「環境マネジメントの経済性分析」（2015）での研究をベースに、新規成約賃料を
　 立地・規模・新しさ・スペック・成約時期・環境認証の有無で説明するヘドニックモデルを構築し、このモデル
　 に標準的なオフィスビルの属性値を代入することで、環境認証の有無別の新規成約賃料を推定している。
※ 標準的なオフィスビル ： 都心 3区に所在、延床面積 5,000 坪、地上階数 12 階、基準階面積 250 坪、最寄駅からの
　 徒歩分数 3分、築年数 15 年、OAフロアあり、個別空調あり、機械警備あり、未リニューアル
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表4-8：分析対象の環境認証制度（出所：ザイマックス不動産総合研究所）表 4-8：分析対象の環境認証制度

建物自体の
性能を評価

所有・運用する
企業等を評価

・CASBEE（新築・既存・改修）
・CASBEE 不動産
・DBJ Green Building 認証
・SMBC サステナブルビルディング評価

・LEED
・BREEAM

・BELS
・ENERGY STAR

・GRESB

総合的な環境性能の評価 省エネルギーに
特化した評価

分析対象

　今回の研究には、2013年度と2014年度における、東京23区内の成約事例6,758賃料サンプル（2,689棟）と、環境
認証（CASBEE新築・改修、CASBEE不動産、SMBCサステイナブルビルディング評価、DBJグリーンビルディング認
証：表4-8）取得物件の361賃料サンプル（97棟：図4-17）を分析に使いました。
　環境認証の有無による影響を確認するために、「ヘドニック法」により、新規成約賃料をオフィスビルの所在エリア、
延床面積、築年数、OAフロア有無、環境認証の有無などで説明する回帰モデル（図4-18）を作成しました。ヘドニッ
ク法は、統計的手法を用いて品質や性能と価格の対応関係を明確化し、定量的に分析する手法で、古くは自動車市場へ
の適用において発達しました。現在は、パソコンやデジカメなど、性能により価格が変動する品目における物価指数の
算出にも用いられていて、不動産関連の分野においても、マーケティングや環境政策、社会資本政策などの効果分析で
活用されています。
　回帰モデルの推計結果が表4-9で、環境認証の係数推定値は4.4%のプラスで、t値3.818、95%信頼区間+0.021～
+0.067で、規模、新しさ、立地、成約時期、他の性能・設備などの影響を考慮した上でも、「環境認証あり」が「なし」
に比べ、4.4%程度成約賃料が高い、係数推定値の標準誤差は小さく統計的にも有意であるとの結果が得られました。　

ヘドニック法による分析モデル

表4-7：代表的な認証制度の評価項目分類（出所：ザイマックス不動産総合研究所）表 4-7：代表的な認証制度の評価項目分類
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資材選定における環境配慮（再生品利用、有害物質の使用抑制など）
廃棄物に関する環境配慮
生物多様性への配慮
清掃に際しての環境配慮

利用者に
とっての
有用性

30.4%
建物内における利便性・快適性（室内環境、防犯、高機能な設備の有無など）
防災等の安全性
環境配慮のためのステークホルダーとの関係構築

その他 12.5%
LCCマネジメント（設備の延命性、冗長設計など）
サスティナビリティに配慮した運用方針
他認証の取得状況、革新性

カテゴリー 割合 評価項目
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図4-17：分析対象の新規成約賃料事例（出所：ザイマックス不動産総合研究所）

図4-18：分析に用いた回帰モデル（出所：ザイマックス不動産総合研究所）

表4-9：回帰モデルの推計結果（出所：ザイマックス不動産総合研究所）

図 4-31：分析対象の新規成約賃料事例

①　東京 23 区に所在する延床面積 300 坪以上のビル

分析対象

③　②のうち、対象とした環境認証をどれかひとつでも取得
　　しているビル 97 棟（361 件の成約事例）

②   ①のうち、成約時期が 2013 年 1月～ 2014 年 12月の
　   賃料サンプルが得られるビル2,689棟（6,758件の成約事例）

図 4-32：分析に用いた回帰モデル
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表 4-9：回帰モデルの推計結果

　次にデータサンプルを、傾向スコア(Propensity score)を用いて、似たような特徴をもつグループに層別化（5層）して、
追加の分析を行ったところ、環境認証の有無が新規賃料に与える影響の度合いが、全体では4.4%プラスだったのに対して、
物件の特徴により異なることが明らかになりました（図4-19）。
　中規模の物件が多いグループ（第4層）では、環境認証を取得したオフィスビルは、未取得オフィスビルと比較して
+9.6％（95%信頼区間+4.1～+15.0%）程度、新規成約賃料が高いとの分析結果が得られました。規模や新しさ、性能
などが標準的な物件では、環境認証が環境マネジメントの品質を表すものとして評価されている結果だといえるでしょう。
　一方、大規模・築浅物件が多いグループ（第5層）では、環境認証の有無による新築成約賃料への影響はプラスでも
マイナスでもない、明確に影響は確認できない結果になりました。このグループは、規模や新しさ、グレードなど既に
テナントにとって魅力に感じる要素を十分に備えているので、環境認証が加わることによる更なる賃料上昇には結びつき

層別化による分析
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図4-20：環境マネジメント普及による正のスパイラル（出所：ザイマックス不動産総合研究所）

図 4-34：環境マネジメント普及による正のスパイラル

持続的な経済成長
都市の環境負荷の低減
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環境不動産の
供給に積極化
環境不動産の
裾野の拡大

不動産
オーナー
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生産性の向上

人材の確保

企業イメージ、
ブランドの向上

快適な執務環境の構築

　環境マネジメントのプラスの影響が明らかになることで、不動産オーナーが環境不動産の供給に積極的になれば、テナ
ント企業にとって良質な不動産の選択肢が増加します。快適なワークプレイスで仕事を行うことで労働生産性は向上し、
それは日本の国際競争力の強化にもつながっていくと思われます。
　築古の中小規模ビルのストックを再生することは、今後大きな課題になっていくと思われますが、今回の研究で、中規
模ビルへの環境マネジメントのメリットが確認できました。これが契機となり、中小規模の物件への環境マネジメントの
普及が進み、環境不動産のすそ野が広がっていけば、図4-20に示されたようなスパイラルが、うまく回っていくように
思われます。
　環境認証の経済性が明らかになることで、環境マネジメントが普及していくことが期待されています。

よいスパイラルの促進

図4-19：層別化しての分析結果（出所：ザイマックス不動産総合研究所）

図 4-33：層別の分析結果
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にくいなどの背景があるため、と考えられます。
　第4層より規模が小さく築古物件が多い第3層や第2層は、一応プラスの値が出たものの誤差が大きく、環境認証あり
のサンプルが少ないこともあり、統計的に有意な結果は得られませんでした。
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